
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
未払法人税等
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
固定負債合計
負債合計

金     額

57,932,150
3,824,436
1,425,764
17,340,600

82,495
80,605,445

1,654,888
1,654,888
82,260,333

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

67,500,000
45,880,872 )(
45,880,872
113,380,872

△6,555,146 )(
△6,555,146
△6,555,146
206,825,726

206,825,726
289,086,059

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

132,817,041
113,686,396

131,075
1,393,800
680,000
846,412

249,554,724

7,391,192
8,530,318
244,160

3,194,233
1,014,055
1,232,815
21,606,773

168,000
22,607
190,607

10,000
8,990,033

98,940
2,710,735
5,924,247
17,733,955
39,531,335
289,086,059

(単位：円)

第23期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ北海道



第23期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　貯蔵品　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産　　定率法。

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　無形固定資産　　定額法。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　30,915,552円

【株主資本等変動計算書による関する注記】

　　　年度末における発行済の株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,050　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ北海道



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
資産除去債務
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

104,310,991
7,828,274

705,024
20,359,900

960,000
191,604

134,355,793

3,665,936
470,016

4,135,952
138,491,745

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

62,500,000
171,497,053 )(
171,497,053
233,997,053

236,155,964 )(
236,155,964
236,155,964
570,153,017

570,153,017
708,644,762

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

419,655,722
213,891,944

334,051
687,352
98,300

1,200,040
1,602,137

637,469,546

4,832,302
16,473,817
1,204,520
642,179

4,912,730
1,142,400
3,765,768
32,973,716

511,526
41,793
553,319

30,000
19,783,025
1,117,260
3,286,931
13,430,965
37,648,181
71,175,216
708,644,762

(単位：円)

第21期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ東北



第21期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　      （リース資産を除く）　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　  　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　 　　 　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　142,397,334円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　23,990株　です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有しています。

　　　このうち、相双支社につき、来期の移転が確定したことから、原状回復費用の見積額

　　　960,000円を資産除去債務として計上しています。これにより、当期の営業利益および経常利益は

　　　142,080円減少、税引前当期純利益は947,200円減少しています。

　　　本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

　　　将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ東北



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
預り敷金
固定負債合計
負債合計

金     額

195,511,035
17,580,839
5,461,344
18,363,600

727,663
237,644,481

4,591,056
1,820,448
1,559,675
7,971,179

245,615,660

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

10,000,000
382,279,131 )(
382,279,131
392,279,131

76,211,059 )(
76,211,059
76,211,059
568,490,190

568,490,190
814,105,850

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

326,534,929
330,851,093

304,702
835,390

10,798,700
1,160,000
2,350,868

672,835,682

3,796,363
43,148,728

227,335
758,714

6,673,435
5,899,600
4,525,697
65,029,872

354,696
56,230
410,926

50,000
58,165,341

547,080
3,847,610
13,219,339
75,829,370
141,270,168
814,105,850

(単位：円)

第25期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ



第25期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　     （リース資産を除く）　 ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　  　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　67,919,776円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,300　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
資産除去債務
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
固定負債合計
負債合計

金     額

232,459,094
26,487,734
1,028,268
33,155,200
1,390,910

315,004
294,836,210

6,690,864
6,690,864

301,527,074

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
525,157,035 )(
525,157,035
625,157,035

425,527,076 )(
425,527,076
425,527,076

1,150,684,111

1,150,684,111
1,452,211,185

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

744,285,260
449,222,782

102,372
2,718,920
15,574,559

310,000
2,977,946

1,215,191,839

4,750,593
29,973,959

192,558
926,307

4,333,170
617,100

4,604,101
45,397,788

575,852
80,543
656,395

70,000
72,013,509

420,310
4,420,385

114,040,959
190,965,163
237,019,346

1,452,211,185

(単位：円)

第22期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ東海北陸



第22期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　　定率法。

　　　　　 　（リース資産を除く） 　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　259,413,175円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　9,500　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有しています。

　　　このうち、金山支社につき、来期の移転が確定したことから、原状回復費用の見積額

　　　1,390,910円を資産除去債務として計上しています。これにより、当期の営業利益および経常利益は

　　　82,204円減少、税引前当期純利益は1,329,257円減少しています。

　　　本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

　　　将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ東海北陸



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

140,468,721
8,273,607
8,270,184
11,590,100
1,859,158

170,461,770

4,359,681
7,752,094
12,111,775
182,573,545

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
440,952,640 )(
440,952,640
540,952,640

239,524,328 )(
239,524,328
239,524,328
880,476,968

880,476,968
1,063,050,513

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

563,063,737
272,069,192

617,876
795,837

16,623,260
1,650,000
2,204,952

857,024,854

13,049,166
51,517,997

2
4,330,969
14,401,461
4,168,803
87,468,398

85,715
49,200
134,915

10,000
59,305,185

99,938
5,975,727
53,031,496
118,422,346
206,025,659

1,063,050,513

(単位：円)

第23期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズかんさい



第23期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　 貯蔵品  　 　　　 　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

               有形固定資産　　　　　定率法。

  　　　      （リース資産を除く）　　 ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

            　　　　　　　　　　　 　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　 無形固定資産　　　　　定額法。

               リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　   リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　153,599,029円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　  年度末日における発行済株式数

　 　 当期末の発行済株式は、普通株式　11,350株　です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズかんさい



負債の部
科     目

【流動負債】
1年以内返済長期借入金
未払金
預り金
短期リース債務
賞与引当金
未払消費税
流動負債合計

【固定負債】
長期借入金
長期未払金
長期リース債務
預り敷金
固定負債合計
負債合計

金     額

10,000,000
137,308,688
11,638,216
11,110,017
150,512,000
23,540,800
344,109,721

82,400,000
5,913,960
25,221,803

678,589
114,214,352
458,324,073

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

15,000,000
268,296,261 )(
268,296,261
283,296,261

285,040,944 )(
285,040,944
285,040,944
668,337,205
668,337,205

1,126,661,278

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
のれん
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

金     額

527,769,112
259,676,576

125,807
2,253,324
5,447,700
2,132,200
2,029,289

799,434,008

6,930,702
32,016,955
1,112,236
7,303,367
33,377,218
4,708,108
85,448,586

784,318
94,526,184

50,909
95,361,411

54,291,727
238,480

3,454,966
88,432,100
146,417,273
327,227,270

1,126,661,278

(単位：円)

第23期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ中国四国



第23期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

       　     有形固定資産　　　　定率法。

            　（リース資産を除く）　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．引当金の計上基準

　　（1）賞与引当金

　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

５．当期純利益額

　　　142,770,240円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

   　 年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　3,600　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ中国四国



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

145,150,332
10,000,156

712,536
22,033,700
1,961,620

179,858,344

3,968,244
2,790,766
6,759,010

186,617,354

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

100,000,000
225,206,391 )(
225,206,391
325,206,391

271,348,669 )(
271,348,669
271,348,669
696,555,060

696,555,060
883,172,414

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
定期預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

348,045,058
10,062,255
269,349,505

199,942
1,587,663
10,969,869
2,306,000
1,822,149

644,342,441

24,151,398
41,919,803

441,225
4,520,599
3,130,840
4,276,507
78,440,372

377,512
447,682
825,194

64,997,863
247,180

3,569,160
90,750,204
159,564,407
238,829,973
883,172,414

(単位：円)

第21期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在

株式会社東京海上日動パートナーズ九州



第21期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

  　　　      　　　　　　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法。

　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　115,524,321円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

    　年度末日における発行済株式数

    　当期末の発行済株式は、普通株式　5,900　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。

株式会社東京海上日動パートナーズ九州


